様式２号
参　加　表　明　書

令和　　　年　　　月　　　日


長野県上田建設事務所長　　様


住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　


　下記工事の技術提案書に基づく選定について関心がありますので、参加要件資料を添えて参加の希望を表明します。
　なお、当該工事に係る手続開始の掲示２「技術提案書の提出者に必要とされる要件」に該当する者であること、並びに本書及び技術資料の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。

記

１　対象工事

工  事  名　　　　 令和４年度　国補ダムメンテナンス工事
　
工事箇所名　　　　（一）金原川　東御市　金原ダム


２　掲示日　　　　　　　令和４年９月９日








【連絡先】　担当者所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ番号　　　　　　　　　　


様式３号
令和　　　年　　　月　　　日

参　加　要　件　資　料

提出者名　　　　　　　　　　　　

１　業種及びその他許可状況
	項　目
	内　　　　　　　容

	業種及び資格総合点数
	　業種：　　　　　　　　　　資格総合点数：

	特定建設業許可の有無
	

	本店または営業所の所在地
	



２　技術職員の状況
	資　格　区　分
	技術職員数

	







	


（注）１　１人の職員が２以上の資格を有する場合は、主なものを記載すること。
　　　２　資格は、技術士、ＲＣＣＭ、１級土木施工管理技士等とする。
　　　３　技術職員数は、通算経験年数１０年未満、１０年以上に分けて記入すること。

３　同種工事の実績
　　　　　　　　　　　　　　　　 [1]                     [2]                     [3]　　
	工　事　名
	
	
	

	発 注 機 関 名
	
	
	

	契　約　金　額
	
	
	

	履　行　期　間
	
	
	

	工　事 の 概 要
	
	
	

	技 術 的 特 徴
	
	
	

	工事実施に当たり特に配慮した技術的事項
	
	
	


　（注）１　会社としての実績とし、記載件数は３件以内とする。
　　　　２　平成19年４月１日から掲示の日の前日までに竣工した工事を対象とする。
　　　　３　「工事実施に当たり特に配慮した技術的事項」については、掲示した対象工事において求めている技術的事項を中心に記載すること。

４　当該工事の実施体制
(1) 配置予定技術者の資格、経歴等の状況
	主任（監理）
技術者
	氏名

	生年月日

	年齢
歳

	
	職歴等


	
	現在の所属・役職名


	
	資格等
　　（資格名）　　　　　　　（部  門）　　　　　　　　（取得年月）


	
	主任（監理）技術者として過去15年間の主な工事経歴　※１
　（竣工年度）　　（発注機関名）　　（工　事　名）　　　（担　当）





　※１　過去15年間の主な工事経歴は、平成19年４月１日から掲示の日の前日までの間に竣工した工事を対象とする。




様式７号
技　 術　 提　 案　 書

令和　　　年　　　月　　　日


　　　上田建設事務所長　　様


住　　　　所  　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者 氏 名　　　　　　　　　　　　　　　

下記の工事について、技術提案書を提出します。

記

１　対象工事
工  事  名　　　　　令和４年度　国補ダムメンテナンス工事
　
工事箇所名　　　　 （一）金原川　東御市　金原ダム


２　掲示日　　　　　　 　令和４年９月９日













【連絡先】　担当者所属・氏名　　　　　　　　　　　      　電話番号　　　　　　　　　 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾌｧｯｸｽ番号　　　　　　　　　　

様式８号
令和　　　年　　　月　　　日

技　　術　　資　　料

提出者名　　　　　　　　　　　　　

１　配置予定の技術者の資格、経歴等の状況
	主　任
（監理）
技術者
	氏名
	生年月日
	年齢
歳

	
	職歴等


	
	現在の所属・役職名


	
	資格等
　　（資格名）　　　　　　　（部　門）　　　　　　　　（取得年月）


	
	過去15年間の主な工事経歴　※１
　（竣工年度）　　（発注機関名）　　（工　事　名）　　　（担当職務）


　　


	
	同種工事の概要と技術的特徴　※２
（竣工年度）　（工　事　名）　（工事の概要）　（技術的特徴）　（担当職務）




　（記載上の留意事項）
　　※１　過去15年間の主な工事経歴は、公共機関等から発注された電気通信工事の元請工事の主任（監理）技術者としての実績について、平成19年４月１日から掲示の日の前日までの間に竣工した工事を対象とする。
※２　同種工事は、平成19年４月１日から掲示の日の前日までの間に竣工した工事を対象とする。
　






２　技術提案
	


　（記載上の留意事項）
　　　求められた技術提案について簡潔にまとめること（2枚以内）。
　　　

３　工事に係わる費用とその内訳（様式自由）
